
上段：計画、下段：実績 （単位：千町歩、千ha）

年度 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

78 74 74 73 74 80 82 85 88 98 113 124

248 305 217

S18年度末40万町歩

188 41

426 494 544 484 485

40 74

300 360 430 430 414

88

255 310 342 383 400

175 267 282

S26年度末390万町歩 → S36年度末560万町歩 245 253 280 258 235 92 92 92 92 92

306 331 383

S29年度末438.8万町歩 → S35年度末600万町歩 207 313 254 254 253 253

342 307 283

S32年度末500.4万町歩 → S55年度末800万町歩 260 260 258 258 260

282 297 316

S35年度末556.9万ha → S60年度末1,000万ha 245 289 289 289 288

338 324

272 268 269 264 251

307 304 372 369 362 349 362 354 337 290 269 243 229 211 202 191 178 164 156 148 136 120 106

拡大造林実績 78 74 74 73 74 80 82 85 88 98 113 124 248 305 217 188 41 40 74 88 175 267 282 306 331 383 342 307 283 282 296 316 338 324 307 304 372 369 362 349 362 354 337 290 269 243 229 211 202 191 178 164 156 148 136 120 106

※拡大造林実績には再造林を含む。
S60年度末民有林人工林面積 ： 7,753千ha

（参考文献） 日本の造林政策（藤沢秀夫、佐野熊彦共著）
森林林業統計要覧

民有林造林５ヵ年計画

民有林造林長期計画改訂計画
・木材需要の急増と薪炭消費の減退は、策定予想と著しく懸隔が生じる。
・S34年の農林漁業基本問題調査での長期推計をもとに「林業の長期計画」の全面改訂を行う。
・S35年に所得倍増計画の一環として、従来の５ヵ年計画を改める。

民有林造林長期計画再改訂計画
・S37年の森林法改正に基づいて全国森林計画を策定

民有林造林長期計画
・S32年に将来木材需要予測して「林業の長期計画」を立てる。
・新内閣の経済５ヵ年計画に沿って従前の５ヵ年計画を改定。

民有林造林６ヵ年計画
・民主党内閣の総合経済６ヵ年計画の策定を機に改訂。
・S31年に経済自立５ヵ年計画に伴い、S31からの５ヵ年計画に改める

民有林１０ヵ年造林計画
・S26年森林法改正に伴い造林計画を全面的な見直し
・戦中後の要造林地をS31年度末までに解消し、他面積極的な林種転換を行う。

民有林造林５ヵ年計画改訂計画
・経済復興５ヵ年計画の策定に伴い改訂
・S23年度末要造林地116万町歩と新規発生造林地53万町歩をS28年度末までに造林

国の民有林造林計画
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民有林造林４０ヵ年計画
・毎年1千万石の不足見込み

民有林造林１０ヵ年計画

挙国造林１０ヵ年計画

強行造林５ヵ年計画
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1,102
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